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　本稿は，第１次石油危機を契機にこの国の高度経済成長が終焉し，いわば不

安定低成長期に移行した１９７３（昭和４８）年以降におげる京都市経済の趨勢と現状

を・ 主としてその他の政令指定都市との比較を基準としつ二 実質経済成長率 ・

市民所得諸指標の時系列分析を通じて別挟しようとするものである。か上る課

題に対応する，危機に直面している京都市財政構造（普通会計歳入 ・歳出〔性質

別〕）の分析は，次稿で行う予定である 。

　元より ，京都市経済の趨勢と現状を解明しようとすれぱ，産業経済の分析は

欠かすことができたい。このために，私は，特に１９８３年以来今目まで既に約７０
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目間をかげて，工業を中心とした京都府産業の趨勢と現状に・関する実態調査を

続げ，また関係資料の蒐集に努めてきた。同時に，この調査の予備的作業を含

めて，中間的に域内立地企業の統計的資料や京都府 ・市工業構造の時系列比較

　　　　　　　　　　　　　　１）
統計分析の論文を公表してきた。こうした経過の中で，京都市の産業経済の趨

勢と現状に関する分析に入る前に，逆に上記の課題を解明しておくことが間題

を鮮明にすることになると痛感するようになったのである。したがって・それ

は別稿「京都市産業経済の現状と間題点」（仮題）で論じる予定である ・

　さて，欧米先進国のほとんどの大都市では１９６０年代から７０年代にかけて軒並

み人口減少と産業経済活動の衰退に見舞われており ，さらに１９７５年のニューヨ

ーク市の財政破綻などを契機に，大都市のさまざまな衰退傾向が注目され，都

市の盛衰の理論的分析や再生の課題と方法が論議されてきた。そして，この国

の大都市も必ずしもその例外ではないことも警告されている。これらの指摘や

警告の中で，　般的に，都市盛衰の最大の指標として人口の絶対的減少が重視

　　　　　　　　　　　　２）
されているように思われる 。

　周知のように，人口の減少は，　般的に，工場の市域外流出・不熟練 ・肉体

労働老の就業機会の減少 ・失業者の滞留，老齢人口の高率化，都心部のスラム

化・ 生活環境の悪化 ・犯罪の増加 ・人口流出と産業の「空洞化」というイソナ

　　　　　　　　　３）
一シティ 問題の発生，中高所得層の郊外 ・市外流出などの都市構造の変化を随

伴してし ・る 。

　それにも拘らず，結局，人口の増減のみを都市盛衰の最大の指標にしてしま

うことは，まさに都市盛衰の評価的判断を誤らせるはかりでたく ，都市問題へ

の根本的解決への道を閉ざすことにたりかねない・と思われるのである ・

　その主な理由は，以下の通りである 。例え１ま，東京都区部人口は昭和４５年を

ピークとして昭和５５年には約５４万人，６．１％減少し，大阪市人口は昭和４０年を

ピークとして昭和５５年までに約５１万人，１６．１劣減少した。この東西２巨大都市

を除げば，京都市を含めて残りの政令指定９都市では・国勢調査基準で・最新

調査年の昭和５５年が人口のピークとなっている。戦後の京都市人口は・国勢調

査年毎に増加率が低下し，昭和５０年～昭和５５年では全国平均の４６％の約１／６

　　　　　　　　　　　　　　　　　（４０２）
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にすぎないＯ・８劣増にとどまり ，また今年（昭和６０年）の国勢調査の概数（＝遠

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　４）報値）では昭和５５年対比で０．４劣増となり ，かなりの杜会減が生じている 。

　かくして，人口の増滅を都市盛衰の絶対基準にして政令指定都市を盛衰区分

すると ，昭和３５～４０年では，急成長都市が札幌 ・横浜 ・川崎 ・広島，成長都市

が東京都区部 ・名古屋 ・京都 ・神戸 ・北九州 ・福岡，停滞都市が大阪となり ，

昭和５０～５５年では，急成長都市カミなくたり ，成長都市が札幌 ・横浜 ・広島 ・福

岡・ 停滞都市が川崎 ・名古屋 ・京都 ・神戸 ・北九州，衰退都市が東京都区部 ・

　　　　　　　　５）
大阪とたるのである 。昭和５０～５５年において，中枢管理機能の一層の集積を進

めさらに国際的な金融 ・情報セソターになりつ二 ある東京都区部を衰退都市と

規定し，確かに衰退著しい大阪市と同列におくことに今目の都市間題を分析す

る有効性があるであろうか？　同時に，京都は，同列に並べられた川崎 ・名古

屋・ 神戸 ・北九州の４都市とほ父同様な盛衰区分に入れることにどんた意味が

あるのであろうか？　私には，都市盛衰区分において，京都市が，総体的に大

阪市よりも絶対的に優位にあるとは思われず，況んや東京都区部を衰退都市と

規定することには到底首 目できないのである 。

　他方で，人口の増滅を都市盛衰の最大ないし絶対的基準とすることは，その

再生の政策の基本的目標を「人口の呼び戻し」におくことになり ，都市が永続

的に膨張し過密化することを是認することにつながる。そうした主張は，都市

問題を解決していく基本的方帥こなりえない。これら論点は，行論において ，

一層明らかになるであろう 。

　都市経済が国民経済とは次元を異にすることは言うまでもない。国民経済次

元でも高齢化杜会や労働力人口などの諸間題との関係で人口構造は重要ではあ

るが，国民経済の盛衰との関係では人口増減そのものはそれ程問題にされない

にも拘らず，都市経済では余りに一面的に過大視しすぎているのではないか
，

と思われる 。

　勿論，私は，人口の増減が都市盛衰の動向と強い因果関係のうちにあること

を否定するものではない。人口の増減が都市盛衰分析の最も重要な手掛かりの

一つにはなる・しかし・それも，一人当り個人所得の水準と趨勢（トレソド）
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４　　　　　　　　　　　　　立命館経済学（第３４巻 ・第４号）

との関係において評価されるべきであろう 。だが，私は，都市盛衰分析にとっ

て， 人口の増減よりも重要な指標は，（市民総支出ないし市内総支出を基準とした）

実質経済成長率である，と考える。人口の増減は，実質経済成長率およぴ市民

所得構造や個人所得水準の趨勢などの経済学的分析のフィルターを通して初め

て積極的意義が付与されるのである 。

　かくして，私は，京都市の都市盛衰間題に関する検討を，実質経済成長率や

市民所得の分析から始めるのである。しかし，その前に，京都市盛衰問題をめ

ぐる主要な論点の一つである京都市経済の活性化と民問活力の問題について一

言しておきたい 。

　〔２〕京都市経済の活性化と民間活力

　周知のように，京都市経済の停滞が叫ぱれ，同時に，いわゆるｒ活性化」の

必要性が提唱されて久しい。しかし，京都市経済の「活性化」が進み・新たな

成長軌道に乗るような徴候は，一剛こ見られない 。

　そうした状況の下で，何よりもまず必要なことは，京都市経済の趨勢と現状

を構造面から正確に認識し，京都市経済再生のための現実的な課題と方向を提

起することであろう 。

　ところが，そのために作成されたはずの『京都市基本計画』（京都市計画局 ・

昭和６０年３月）は，京都市経済の現状に対する危機意識に著しく乏しく ・したが

ってまた再生に向げての整合性ある課題と政策の方向付げにも欠げているよう

に思われる。また，『京都市の経済』の最新版（１９８３年版，昭和５９年３月）も・鋭

い危機意識とそれを打開しなけれぱならないとする積極的な姿勢を欠いている ・

といわざるをえない 。

　他方で，京都経済同友会の最近の提言，『建都１２００年凪都活力化への提言』

（昭和５８年３月）ｒ提言　新生京都をめざして』（昭和６０年８月）は・京都市経済の

危機的状況を多面的に指摘しつつ，それを開発規制緩和を前提としたいわぽ国

家主義的方向の下での積極的な産業基盤重視型杜会資本投資を軸とした都市

（再）開発の推進によって打開することを提唱している ・
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　これらの提言におげる京都市経済の危機的状況の事実認識については共感す
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　６）
る点が少なくないのであるが，　「現代におげる市民自治の創造とデモクラシー

の発展」を基本理念としつ二 ，　「産業の活性化と市民福祉の均衡的発展をめざ

す新しい町づくり」を進めるべきだと考える私の基本的視点とは低触せざるを

得ないように思われる 。

　こうした基本理念と基本視点および課題意識なき産業活性化や町づくりは

「大企業本位」とかｒ財界本位」などの誹りを免れないであろう。この問題は ，

別稿「京都市経済再生の課題と方向」（仮題）で論じる予定である 。

　いわゆる「大企業性悪説」は私の採る処ではないが，企業の利害と特定の自

然・ 経済 ・生活空問としての地域および地域住民としての市民の利害とが予定

調和的に一致するわげでは荏い，と考える。産業活性化と市民福祉の拡充とは ，

対立する側面とともに，同時に，均衡的に両立させたげれぽならない杜会的要

請がある。両者は，自動帥こは両立しないし，対立する側面が前面にでてくる

可能性がある 。

　したが って，この課題は極めて高度な政策能力と実務的力量を必要とするの

であるが，何よりも重要なことは，両者を整合的に両立させる視点と方向付げ

である。しかし，この課題が，容易たらざるものであることだげは疑いない 。

　他方で，産業の活性化のためには，今目の国家 ・地方財政の危機的状況の中

で， さまざまな意味と色合いを含んで提唱されている ，いわゆる「民問活力」

の活用が必要であることも疑いない。「産業の活性化」を地域の視点から概念

化すれは，需給不均衡や衰退問題を抱えている地域産業の需要振興（マーヶ ヅ

ティソグの展開や市場即応型の製品開発）と構造調整（退出と業種転換）をスムース

に行たうとともに，既存立地産業 ・企業の技衛的経営的刷新を進め，成長業種

の立地促進を図り ，かくして，均衡のとれた地域産業構造の実現を志向しつ二

新たた成長軌道を定置することと規定できるであろう 。か二る意味での産業の

活性化の基本的主体は，まさに産業活動の主体である民間企業である。そして ，

その「民問活力」とは，産業の活性化のために企業＝資本の合理性 ・効率性と

経営原則の追求による自律的内発的＝潜勢的成長力を意味する。したが って ，

　　　　　　　　　　　　　　　　（４０５）
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「民問活力」の一面的重視は，地域＝都市空問を企業＝資本の無制限な開発に

委ねることにつたがりかねない。それゆえ，民間活力の活用とは，矛盾する要

素を含んだ産業の活性化と市民福祉の均衡的発展という目的を達成するために ，

企業＝資本の自律的内発的＝潜勢的成長力を引き出すようにｒ誘導と規制」の

政策原則を効果的かつ柔軟に適用することにほかならたい 。

１）拙稿「資料／京都市におげる製造企業の現況」ｒ資料／京都市におげる製造企

　業の現況（２）」ｒ立命館経済学』第３２巻第１号，１９８３年４月，第３２巻第５ ・６号 ，

　１９８４年２月 ，「夙都府 ・市工業構造の時系列比較統計分析」ｒ人文科学研究所紀

　要』（立命館大学）第３８号，１９８４年１２月 。

２）近年の代表的た著書として以下を挙げることができる。Ｊ ．ニューフィー ルド ’

　Ｐ ．Ａ．ダブノレル，加地永都子訳ｒニューヨークが死ぬ時』筑摩書房，１９７９年；大

　阪市立大学経済研究所／吉岡健次 ・崎山耕作編ｒ大都市の衰退と再生』東京大学

　出版会，１９８１年 ；佐貫利雄ｒ成長する都市 ・衰退する都市』時事通信杜，１９８３

　年 ，大阪市立大学経済研究所編ｒ世界の大都市１　ロソトソ』東夙大学出版会，

　１９８５年
。

　　また，Ｏ　Ｅ　Ｃ　Ｄや欧米諸剛こおげる都市再生政策を紹介したものとして，「都

　市 レピュー特集」『目本経済新聞』昭和５８年８月２９日；ｒＯ　Ｅ　Ｃ　Ｄ都市 レビュー特

　集」同前，昭和５９年７月３０日 ，沢本守幸ｒ欧米に見る都市政策　　衰退防止へ新

　たな対応」同前，昭和５９年６月６日，を参照 。

３）　この国の大都市のイソナーンティ 問題をめくっ ては，神戸都市問題研究所『イ

　ソナーシティ 再生のための政策ビジ ョソ』（都市研究報告第５号），１９８１年３月；

　大阪市政調査会編ｒ現代の大都市問題と都市政策』日本評論杜，１９８３年，を参

　照 。

　　付言すれぽ，京都市の都心部（上京 ・中京 ・下京 ・東山の４区）におげる人口

　減は，国勢調査 レベルでは早くも高度経済成長開始時の昭和３０年をピークとして

　始まり ，昭和４０～４５年に加速度がつき，昭和６０年の今日では，昭和３０年時の５５万

　６，４６６人から２２万８，４８６人＝４１１％減の３２万７，９８０人（概数＝速韓）にたり，京都

　市に占める比率も４６．２％から２２．２劣へと半減し，深刻な杜会経済問題を惹起して

　いる（京都市総務局統計課『京都市の人口』昭和５０年 ・５５年版，を参照） 。

４）大都市統計協議会『大都市比較統計年表／昭和５８年』昭和６０年３月 ，『京都市

　の人口』昭和５５年版，を参照 。

５）佐貫，前掲書，１００～１０１べ一ジ。巨大都市化の是認論に対する批判として，さ

　し当り ，本間義人『反都市の時代』東経選書，昭和５４年，を参照。

６）この１０年来，私は，この副こおいて，市民，市民自治とか地方自治体という概

　　　　　　　　　　　　　　　　（４０６）
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念を通俗的に使うのをためらっ てきた。言葉の厳密な意味での都市自治＝市民自

治の歴史的経験をもたないこの国では，玩代において市民，自治，市民自治や都

市（地方）自治という言葉が極めて不正確かつ暖昧に使われてきたからである 。

これらの言葉の本来の語源は，中世封建制のもとでの封建権カから独立したセル

フガバメソトとしての都市共同体と自治＝統治主体としての地縁的市民団体，そ

の構成員としての資格をもつ市民，という文脈にある。それがｒフラソス革命以

来『公民権ある民主国の人民　般』を市民と呼ぶに至り ，参政権の拡大とともに

『市民』の意味がますます抽象的なものに変化してしまっ た」が，ｒ西 ヨーロッ

パでは，今目もなお中世都市に育まれた市民意識が，やはり杜会生活の秩序を維

持する絶大な支え，各人の身についたモラルとたって残存している」（増田四郎

ｒヨーロッバの都市と生活』筑摩書房，１９７５年，１９５ぺ一ジ）のである。したが

って，京都市に住民登録をしている有権考を市民と呼ぶのは余りにも無概念的で

ある。しかし，本稿では，煩雑さを避けるために，既に定着しているか二る用語

法を使わざるを得ない。他方で，こうした問題は，ｒ産業の活性化と市民福祉の

均衡的発展をめざす新しい町づくり」にとっ て極めて重要であることは言うまで

もない。以下の文献をも参照，井上泰男『都市の語る世界の歴史』そしえて ，

１９７８年，「三　西欧都市の伝統　　市民共同体をめくっ て」 ，磯村英一『都市問題

の系譜』東海大学出版会，１９８２年，「Ｗ　市民杜会の彩成」 。

第２章　京都市におげる実質経済成長の衰退傾向

　〔１〕転換点としての第１次眉油危機と不安定低成長への移行

　京都市経済は，国民経済と同様に，１９７３（昭和４８）年の第１次石油危機を契機

にいわぱ不安定低成長に移行した。昭和４８年度にＯ．８劣の実質成長を言己録した

後， 京都市は，昭和４９ ・５０両年度とも続げてプイナス８．Ｏ劣，マイナスＯ．３劣

のマイナス成長に陥 つた。この事実は，国民経済におげる昭和４８年度５３劣 ，

昭和４９年度マイナスＯ．２劣，昭和５０年度３．６劣と比較するとかなり深刻な落ち

込みであ った。それゆえ，その後の１９７９（昭和５４）年の第２次石油危機に至る極

めて不安定な振幅の大きい成長の軌跡のなかで，京都市は，昭和４８年度の実質

市民総支出水準を回復 ・超過するのに昭和５３年度（昭和４８年度の１０５．７ポィソト）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　（４０７）
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　　　　　　　　　　　　　　７）
までの５年問を要したのである。この点では，この時期の京都府も全く同様の

趨勢を示し，昭和４８年度の実質市民総支出水準を回復したのは昭和５３年度（昭

　　　　　　　　　　８）
和４８年度の１０５．０ポイソト）であ った 。

　ところが，衰退都市といわれる東京都（但し，計算単位は東凪都全体）と大阪

市でさえ，京都市ほどには落ち込んではいないのである。すたわち，東京都は ，

昭和４８年度に７．５％，翌年度にマイナス９．２％を記録した後，昭和５２年度には

　　　　　　　　　　　　９）
昭和４８年度水準を回復した。大阪市は，昭和４８年度に４．９劣，翌年度にマイ

ナス４．９劣を記録したが，昭和５１年度には昭和４８年度水準を回復 ・超過Ｌた

　　　　　　　　　　ユ０）
（１０１．０ポイソト）のである

。

　他方で，国民経済全体では，既に指摘したように，昭和４８年度に５．３％翌

年度に高度経済成長開始以来初めての軽徴のマイナスＯ．２劣を経験した後，昭

和５０年代前半期は，実質年率５劣水準の成長軌道に乗ったのである 。

　〔２〕政令指定都市の実質経済成長率の趨勢と京都市の位置

　（１）　昭和５０年代前半期

　それでは，今日 ，衰退問題に直面しているといわれるこの国の大都市とくに

政令指定都市は，一体，不安定低成長期への移行以後，国民経済との比較にお

いていかなる実質経済成長の軌跡を辿ってきたのであろうか，またそのなかで

京都市はいかなる位置を占めてきたのであろうか？　 この問題を分析するため

に作成したのが，第１表である。本来は，昭和４８年度を初年度とするのが最も

正確た分析結果が得られるのであろうが，比較可能な作表のために昭和５０年度

を初年度とせざるを得なかった 。

　さて，５０年代におげる経済成長の趨勢を分析する場合，国民経済 レベルでも ・

大都市 レベノレでも，１９７９（昭和５４）年の第２次石油危機を第２の転換点として位

置付げるのが最も適切である，と思われる。な畦たら，第２次石油危機を契機

として，１９８０～８２年に，１９７４～７５年に続く戦後２度目の世界同時不況に襲われ ，

国民経済 レベルの実質経済成長が，７０年代後半（昭和５０年代前半）期におげる年

率５劣水準から年率３～４劣水準へと一段と低落したからである。したがって

　　　　　　　　　　　　　　　　　（４０８）
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また，それは，同時に，国家 ・地方財政の危機，すたわち，歳入欠陥を一層拡

大さ昔，歳出構造の硬直化を格段に深刻化させたからである。まさに，財政は

ゼロ ○シーリソグを余饒なくされたのである 。

　昭和５０～５４年度の時期におげる京都市経済の趨勢は，政令指定都市（広島市

を除く）のたかで最も振幅の大きい極めて不安定な成長軌跡を描いてはいるが ，

実質成長年率４１％という比較的高い水準を達成した。この水準は，全国平均

の５２劣，その他の政令指定９都市（東思都は都全体，以下同じ）の実質成長年

率（単純平均）＝４．８％および京都府の４．８劣と比べて，極めて重大な遅れをとっ

たとはいえないであろう 。換言すれぱ，この時期の京都市の実質経済成長は ，

神戸市の２．９劣，北九州市の３．１劣を上回り ，横浜市（４．２劣）と肩を並べてい

るのである。これらを別の角度から傍証するものとして，　ｒ地域経済総覧』の

「市町村（都市）の成長力と民力度」から成長力係数〔総合〕（消費購買力 ・工業

係数 ・商業係数関連１１指標の比較２時点問の趨勢値の全国平均を１００とした係数）にお

ける京都市の地位を確認しておこう 。それによれぱ，昭和４９年時点の京都市の

成長力係数は９７．１，順位＝５３７位（１，１００市町村中）であるが政令指定１０都市中

では第４位であり ，さらに昭和５３～５４年時点では同じく成長力係数は９８
．４，順

位＝５１２位（６４７都市中）であるが政令指定１０都市中ではたお第４位を維持して

　　　　　１１）
いたのである 。

　したがって，この時期におげる京都市経済にとっ て決定的に重要たのは，構
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１２）
造不況産業たいし衰退産業といわれる繊維産業（ｒ目本標準産業分類」におげるｒ２０

繊維工業，２１衣服 ・その他繊緯製品製造業」「４０２繊維品卸売業，４０３衣服 ・身の回り品

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１３）
卸売業，４４織物 ・衣服 ・身の回り品小売業」）およひ集客成長力を喪失した観光産業

に特化＝依存する産業構造の温存と工場の市域外流出の進行に典型的に代表さ

れる潜勢（潜在）成長力の枯渇問題に直面していたことである 。

　そして，なお一層重大なことは，京都市が，このことを正確に認識し，中長

期を見通した有効かつ適切な総合的対策を講じてこなかったことである 。

（２）　昭和５０年代後半期

（４０９）
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　京都市経済は，１９７９（昭和５４）年の第２次石油危機を契機として決定的に重大

な事態に直面するに至る。すなわち，実質経済成長がほとんと停止状態に近い

低迷に陥ったことである 。

　第１表で明らかなように，昭和５４～５８年度におげる京都市の実質経済成長は

１．

７ポイソトであり ，年率にしてＯ．４刎こすぎたい。これは，政令指定都市中最

下位にあるぽかりでなく ，全国平均３．９劣はもとより京都市を除く政令指定９

都市（東夙都は都全体）単純平均２９刎こもはるかに及ぱない異常な事態に陥 っ

ていることを示すものである。しかも，政令指定９都市のうち７都市のデータ

は景気回復年の昭和５８年度を含まない数値である 。

　まさにこの事態は，前項末尾で指摘した，京都市産業構造の脆弱化の急進展
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１４）
の中で，衰退の危機に直面している和装産業に対する需要振興一本槍という近
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ユ５）
視眼的対応策，集客成長力を喪失した観光産業依存体質の継続とそれを総合的

た「町づくり＝都市政策」の中で活性化していくという視点の欠落および施策
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１６）
推進の著しい立ち遅れ，工場の市域外流出の進行に対する有効かつ適切な施策

の欠如などの京都市当局の失政の相乗作用の結果である 。

　他方で，東京圏への中枢管理機能，政治 ・行政機能は元より特に金融 ・情報

・研究開発機能の一層の集中と地方への工業 ・大学の分散化の進展のなかで ，

いわぱ取り残された関西経済の地盤沈下に依然として歯止めがかからない状況

の下で，関西３大都市は東京圏３大都市と比べていずれも苦境に直面している 。

昭和５７～５９年の前述の成長カ係数〔総合〕をみると，京都市は９３．４，６５２都市

中５５４位，政令指定１０都市（広島市を除く）中８位に転落した。また，大阪市は
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１７）
依然として低迷状態（９２．９，同５６２位，政令指定１０都市中９位）にあるが，昭和５４

～５８年度の実質経済成長年率は３６％とかたり高い水準と位置にある。さらに ，

昭和４０年代後半から５０年代前半まで京都市の後塵を拝していた神戸市は近年の

　　　　　　　　　　　　　　ユ８）
積極的施策が成果を挙げつ二 あり ，成長力係数〔総合〕は遂に京都市を追い抜
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１９）
いて９６．３，４７２位，政令指定１０都市中６位にまで回復した 。

　こうした趨勢は，別の資料でも確認することができる。すなわち，ｒ民力』

の「エリァ ・都市別成長度」によれば，京都市の８０年代前半（昭和５０年代後半）

　　　　　　　　　　　　　　　　（４１２）
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における平均成長率は全国６７４都市中４６９位の１０３．８ポイ：／ト（都市平均１０４・８ポ

イソト），政令指定１０都市中７位ではあるが，８位の名古屋市（全国都市中４７７位 ，

１０３．７ポイソト），９位の大阪市（同，４８３位，１０３．７ポイソト）とはほとんど差はな

いというべきである。他方で，東京圏３都市は都市平均に近い１０４．４～１０５
．Ｏポ

イソト ・ゾーソに位置し，近畿圏ではひとり神戸市だけが１０４．６ポイソトで ，
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２０）
都市平均に近い水準を確保しているのである 。

　　 ７）　『京都市民経済計算』各年版より算出した。但し，この実質市民総支出の推計

　　　方式には不整合があるので，厳密には趨勢値の意味しかもたたい。すなわち ，

　　　　『京都市民経済計算』では，現行推計方式である新Ｓ　ＮＡべ一スの市民経済計算

　　　標準方式による過年度への遡及は昭和５０年度までであり ，同年度の前年度比成長

　　　率を合めたそれ以前の推計は，新Ｓ　ＮＡべ一スの概念調整方式によるからであ

　　　る 。

　　８）　『京都府民所得』昭和５８年度版，より算出 。

　　９）　『都民所得統計年報』昭和５８年度版，より算出 。

　　１０）　『市民所得統計年報（大阪市民経済計算）』昭和５６ ・５８年度版，より算出 。

　　１１）東洋経済新報杜『地域経済総覧』１９７６ ・８０年版，を参照 。

　　１２）　この国の繊緯産業の現況認識におげる構造不況ないし衰退段階移行をめくる議

　　　論については，　目本興業銀行産業調査部編『目本産業の新展開』目本経済新聞

　　　杜，１９８２年，「第４章　４　繊緯産業　　産業調整の典型ケース」 ，田辺俊彦編

　　　　『図説　目本の産業』財経詳報杜，１９８３年，ｒ第３章２＆３繊維」；目本興業銀

　　　行産業調査部編『目本産業読本』（第４版）東洋経済新報杜，１９８４年，「第三章

　　　第六節　繊緯産業」 ，矢野垣太記念会編／矢野一郎監修ｒ目本国勢図会』１９８５年

　　　版，国勢杜，ｒ第２８章　繊緯工業」，を参照 。

　　１３）京都市商工業に占める観光産業の比重は極めて高く ，昭和５７年で前者の売上高

　　　 ９兆９５７億円のうち後者は波及効果を含めて約２５劣の２兆２，７５３億円を占めた（京

　　　都市観光協会ｒ京都観光基本調査報告書』昭和５９年１２月 ，『京都の観光産業のあ

　　　　らまし』昭和５９年１２月 ，を参照）。

　　１４）京都市の繊維産業の圧倒的な部分を占める和装品産業の状態は，この国の繊緯

　　　産業の一般的状態と比べてはるかに深刻であり ，今目では数量べ一スでピーク時

　　　の５０％前後たいしそれ以下であり ，西陣織の出荷額べ一スでも昭和５９年には遂に

　　　主力の帯地も全体でも前年比で初めてマイナス（５．２％）を記録するに至った 。

　　　　（『（第１０次）西陣機業調査の概要〔昭和５６年〕』（昭和５８年１月） ，西陣織工業組

　　　合ｒ西陣だより』昭和６０年３月１目，等を参照
。）

　　 １５）　 ところが，周知のように，昭和５０年以降，この国におげる新たな観光資源の開

　　　　　　　　　　　　　　　　　　（４１３）
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　　発展開と京都市観光資源のマソネリ状況の中で，京都市の総観光客数は３，８００万

　　人台を基準とし一進一退の増滅を繰り返す低迷状態に陥り ，同時に，いわゆる

　　　ｒ観光消費額」も昭和５６年の４，９０８億円をピークとして今（昭和５９年／４，５９０億

　　円）だにそれを回復していたい（京都市文化観光局『京都市観光調査年報』各年

　　版，を参照）。

　１６）昭和４８年～昭和５９年６月の京都市域外への敷地１，０００ｍ２ 以上の工場流出（移

　　転 ・新設）は，６９件に達している（京都市経済局企画調査課作成表〔原資料は ，
　　大阪通産局『工場立地動向調査結果』各年版〕による）。

１， ０００ｍ２ 未満の工場流

　　出件数はこれの数倍にの凄る，といわれる 。

　１７）大阪市経済の現況と施策については，『大阪市総合計画１９９０』昭和５３年３月；

　　　『大阪市の都市計画』昭和５６年４月 ，『大阪市工業構造調査結果概要』昭和５７年

　　　７月 ，ｒ大阪市の住宅施策』昭和５８年１０月 ，『大阪市人口間題検討資料集』昭和５８

　　年１１月；『大阪市の現況』昭和５８年１２月；『大阪市制１００周年記念事業の基本構

　　想』 ，ｒ「テクノポート大阪」計画の基本構想（中問報告）』昭和５９年１１月，を参

　　照 。

　１８）神戸市経済の現況と施策については，『新 ・神戸市総合基本計画』昭和５１年１０

　　月 ，『新しい “海の文化都市”ポートアイラソド』昭和５６年２月 ，『市政白書 ’８３

　　花時計からの報告』昭和５８年２月 ，『開発局事業便覧』昭和５８年４月 ，『明目をひ

　　　らく先端国際都市（神戸経済会議答申）』昭和５８年６月 ，『西神工業団地』昭和５８

　　年度版；『神戸ハイテクバーク』昭和５９年度版；『神戸市の都市計画』昭和５９年

　　　３月；ｒ神戸の経済』１９８４年版；ｒ市政ガイド　 こうべ』１９８４年版，を参照 。

　１９）　ｒ地域経済総覧』１９８６年版，を参照 。

　２０）朝目新聞杜編ｒ民力』１９８５年版，「特集　エリア ・都市別成長度」を参照 。

第３章京都市民所得の構造分析

　〔１〕界都市民所得諸指標の趨勢と構造的特質

　以上の分析を通じて，京都市経済の趨勢とりわけ第２次石油危機勃発以後の

推移は，予想をはるかに越えた深刻な危機的状況に陥っていることが明確にな

った，と思われる 。

　そこで，第１節ではか二る事態の構造的特質を昭和５０～５８年度の京都市民所

得諸指標の概括的分析を通じて一層明確にし，次節ではそのなかでの個人所得

　　　　　　　　　　　　　　　　　　（４１４）
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２１）
水準の低下問題を分析し，本稿の結びとしたい 。

　まず最初にとりあげたいのは，市内総生産におげる産業別構成の推移につい

てである 。

　周知のように，京都市の農林業は，市内総生産のうちで１．Ｏ％未満であり ，

昭和５０～５８年度の問にもその構成比はＯ．５％から０．３カヘとゆるやかに低下し

続げたにすぎたい 。

　他方で，その内部において構造的盛衰の激しい製造業は，結果として，市内

総生産に占める構成比では，昭和５０年度 ＝２８．９％，昭和５４年度 ＝２７．９％，昭和

５８年度 ＝２８．Ｏ劣と推移して１．０％の徴減であ った。これは，市域内における成

長業種であるニレクトロニクス ・メカトロニクスなど先端技術関連業種や安定

的な都市型工業関連業種の比較的高い成長率が，繊維産業 ・その他素材型産業

などの衰退 ・構造不況業種および工場の市域外流出により相殺された結果であ
２２）

る。

　そしてさらに注目すべきは，次の諸点である 。

　すなわち，第１に，建設業と卸冗 ・小売業の構成比の著しい低下である。建

設業の構成比は，昭和５４年以降低下し，昭和５５～５８年度の４年問は連続して名

目成長率もマイナスを記録し，昭和５８年度にはピーク時（昭和５２年度 ＝６．２劣）の

１６ポイントも低い４６刎こまで下落した。この事実は，公共投資と住宅投資

の相対的絶対的減少によるｒ総固定資本移成」の停滞を反映したものである 。

卸冗 ・小売業の構成比は，昭和５４年度の２５５劣をピークとして，その後低下し

続げ（昭和５６ ・５８両年度の前年比名目増加率はそれぞれマイナス３．１劣，マイナス４
．６

％），昭和５８年度には４．１ポイソト減の２１．４労にまで低落した。これは，特に

繊維 ・衣服関連卸売業の低迷と実質所得の伸び率停滞下でのモノ 離れ ・　般的

　　　　　　　　　　　　　２３）
な消費停滞を表わすものである。また，「都市の成長力」３指標の一つである

「消費購買力」の最近年におげる京都市の係数は９２．１（全国平均＝１００）であり ，
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２４）
政令指定！１都市の中で，最下位の北九州市につぎ第１０位でもある 。

　第２には，卸冗 ・小売業を除く第３次産業（民問）構成比は，昭和５０～５４年

度の問，３５劣台を緯持し続げたが，実質経済成長が横這い状況に陥った昭和５５

　　　　　　　　　　　　　　　　　（４１５）
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年度以降急上昇し，昭和５８年度には４０．８％にまで達したことである。そのなか

でも，不動産業とサービス業の構成比上昇が注目される 。昭和５０～５８年度に ，

不動産業は，建設業の不振を尻目に，その構成比を６．８劣から８．８劣へと２．Ｏポ

イソトも増加させた。サービス業は，「サービス経済化」の進展を反映して ，

同様に，１２．３劣から１４．６％へと２．３ポイソト増の「産業大分類」表示の産業の

中で最大の上昇率を示したのである 。

　つぎの検討課題は，分配市民所得の時系列増減率と構成比におげる変化と相

違の特質である 。

　この視角からの分析でも，昭和５０～５８年度の期問におげる転換点は，ほ£全

指標とも昭和５４年度にある，といってよい 。

　昭和５０年度を出発点とすれぽ，雇用者所得の構成比は，同年度の５９．Ｏ労から

昭和５４年度の５６．５％で下げ止まりするまで下がり続げ，その時点からは反対に

昭和５８年度まで一貫して上昇して６１０〃こなり ，出発点を３ポイソトも上回 っ

たのである 。

　財産所得の構成比は，昭和５０年度から５４年度まで１３．Ｏ劣前後を推移しながら ，

以後急上昇して昭和５８年度には１８３刎こまで達した。財産所得の構成比の急増

は， いわゆる「カネ余り」現象のもとでの所得彩成における寄生的性格の高ま

りと経済成長余力の枯渇化の反映である 。

　他方で，分配市民所得に占める企業所得の構成比の推移は，前二者とは全く

異質の推移を辿った。すなわち，昭和５０年度から昭和５４年度までは，雇用者所

得とは全く反対に，企業所得の構成比は，３０．２劣から３４．８劣へと４．６ポイソト

も一貫して上昇し続げたのである。これを基本的にリードしたのは，はとんど

もっぱら民間法人所得の急増である。民問法人所得の構成比がこの問に９．３％

から１３０劣へと急増したが，個人企業所得はは£横這いの０１ポイソト減の

１８．４劣から１８．３％への変化にすぎたかったのである 。

　ところが，昭和５０年代前半の趨勢とは逆に，実質経済成長がはとんど停止状

態に陥った昭和５４～５８年の問の分配市民所得に占める企業所得構成比は，雇用

者所得 ・財産所得の増加趨勢とは反対に，３４８ガから５９ポイソト減の２８９％

　　　　　　　　　　　　　　　　（４１６）
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にまで落ち込んだのである。なかでも，繊緯産業を中心とする「中小企業のま

ち＝京都」を反映する個人企業所得の構成比が１８．３劣から１３．７％へと急減し ，

企業所得の構成比減の７８劣を占めている。また，法人企業所得の構成比は，昭

和５４～５７年度問は１３０％から１０５％へと低下し続げたが，昭和５８年度には景気

回復を反映してＯ．５劣回復して１１．Ｏ劣となったが，なおピーク時の１３．Ｏ刎こは

程遠い 。

　いずれにせよ，資本主義的経済成長の　般的法則は，企業所得（従ってまた資

本蓄積）の増加率が雇用者所得（就中，賃金 ・俸給）の増加率よりもはるかに高

い条件の下で展開される強い傾向をもっ ている。但し，現代経済では，民間投

資を補完する公共投資の役割が大きいことを考慮したげればならないのは言う

迄もない。したが って，現代経済におげる貨幣賃金率が下方硬直的であるとは

いえ，経済成長率が高い時は，　般的に，企業所得の増加率が雇用者所得のそ

れを上回るのである。それゆえ，昭和５０～５４年度の京都市実質経済成長年率

４１劣と分配市民所得におげる企業所得構成比の４６劣の増加とが相関し，昭

和５４～５８年度の実質経済成長年率Ｏ．４％と企業所得構成比の５．９劣の減少とが

正の相関を示している，ということができる 。

　最後の課題は，以上説明してきた京都市の生産 ・分配市民所得の趨勢と特質

か支出市民所得（市民総支出）にはとのように現われているかを分析することで

ある。生産 ・分配市民所得は名目値を前提に一して分析してきたので，こ二でも

まず名目値を分析し，その後に実質値で補足することにしたい 。

　市民総支出の中で最大の比重を占める民間最終消費支出，特に家計最終消費

支出の構成比は，昭和５０～５４年度では５２９～５６１％の間で乱局下を繰り返し ，

その後一本調子の増加に転じ，昭和５４年度の５４．８％から昭和５８年度の６０．Ｏ劣ま

で上昇した。これを実質値でみると，昭和５０～５４年度では中問に多少の振幅が

あるもの二５３．８％から５２．８％へと１．Ｏポイソト低下し，そこから増加に転じ ，

昭和５８年度には５５５劣にまで上昇した。かくして，家計最終消費支出と雇用者

所得の趨勢にはほ£正の相関が認められる 。

　他方で，市民総支出のもう一つの主要項目である市内総資本彩成をみると ，

　　　　　　　　　　　　　　　　（４１７）



１８　　　　　　　　　　　　立命館経済学（第３４巻 ・第４号）

昭和５０～５４年度では２２．７劣から年々増加して２７．６〃こ達し，そこから今度は逆

に年々減少し昭和５Ｘ年度には昭和５０年度よりもＯ．７ポイソト低い２２．Ｏ刎こまで

低落してしまっ ている。ところが，実は，市内総資本移成の構成諸項目をみる

と， こうした趨勢が移成した原因は民問住宅投資と公的固定投資にあって，民

問企業設備投資では全くないことが確認できるのである。民問企業設備投資は ，

昭和５０～５８年度の間，ほ父一貫した増加基調にあり ，１１．６劣から１３．５％へと

１． ９ポイソト上昇したのである 。

　この点は，実質値では一層明確になる。実質市内総資本彬成の実質市民総支

出に占める構成比は，昭和５０年度 ＝２２．８劣，昭和５４年度 ＝２８．９劣，昭和５８年度

＝２６．１劣であり ，市民総支出構成項目のデフレーターの差異を反映して，初年

度と最終年度の名目値と地位が逆転する。しかし，前述した昭和５４年度を転換

点とする特徴に基本的な相違はない，というべきである。むしろ重要なことは ，

実質民問企業設備投資の構成比が，昭和５０～５８年度の問に一貫して増加して

１１．８％から１７．１％へと名目値の３倍近い５．３ポイソトも上昇していることであ

る。 これに対して，　「投資部門」で最も深刻な不況の最中にある民間住宅投資

は昭和５２年度の６．５％をピークとして下がり続け昭和５８年度には３．７〃こなり ，

公的固定投資は昭和５０年度 ＝５．４劣，昭和５４年度 ＝６．８劣，昭和５８年度 ＝５．Ｏ劣

であり名目値の趨勢と全く同様であ った。後者は，次稿の京都市財政構造分析

のなかで詳論する予定である 。

　まさに，昭和５４年度以降，民問企業設備投資の底堅さにも拘らず，実質経済

成長が横這い状態にある点に，京都市経済の危機の深さがある 。

　〔２〕京都市における個人所得水準の相対的低下傾向の特徴

　前章および同１」節で分析した「不安定低成長」期への移行後の政令指定都市に

おける（実質）経済成長の趨勢と市民所得構造の変化が，人口１人当り市民（個

人）所得に如何に表われているのか？　 この問題を検討するために作成した総

括表が第２表である。第２表は，全国平均を１００とした政令指定各市の人口１

人当り市民（個人）所得水準の趨勢を分析しようとするものである 。

　　　　　　　　　　　　　　　　（４１８）
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　第２表の分析でも，第１表とほ父 同じく ，昭和４７～５８年度の１１年問を昭和５３

年で前 ・後期と区分するのが適切であろう 。なぜたら，１９７０年代（昭和５０年代前

半）まで，全国的には個人所得水準の都道府県格差が急速に縮小しつ上 あっ た

が， ８０年代（昭和５０年代後半）に入ってその過程が停滞ないし逆転したと推定さ
　２５）

れるからである 。

　政令指定１１都市（広島市を含む）の昭和５０年代前半におげる実質経済成長率は ，

前章で分析したように，全国平均とそれほど差がないにも拘らず，１人当り個

人所得は，最下位クループの北九州 ・福岡両市を除いて，全国平均に近つくと

いう趨勢を示している。すなわち，北九州 ・福岡同市を除いて，昭和４７～昭和

５３年度の間に，全国平均に向 って７２～１２３ポイソトも下落したのである 。

　こうした一見すると矛盾するかのような現象は，この問に，特に中 ・高額所

得者が政令指定都市内に就業したがら，生活環境の悪化により多かれ少なかれ

居住地を周辺郊外都市に移転するという典型的た「都市の郊外化」たいし狭い

意味（いわゆる都市圏ではなく ，行政単位としての政令指定都市という地域空問内）での

「逆都市化」（いわゆるｒ都市衰退」）の進展の結果である。政令指定都市内に就

業する中 ・高額所得者の居住地を近畿圏で指摘すれぱ，芦屋 ・宝塚 ・西宮 ・箕

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２６）
面・ 長岡京 ・大山崎 ・池田などの市町であろう 。特に，大阪市は，東京都区部

とは違って，こういう事象の最も進行した都市であり ，したがってまた，単に

産業振興はかりでたく生活環境の抜本的改善を緊要としているのである 。

　京都市の下落率は，上限に近い１１９ポイソトで，東京都区部 ・神戸市 ・横浜

市についで高い 。

　ところが，昭和５０年代後半は，既に示竣したように，それまでといささか様

相を異にしている。それまで進んでいた都道府県 レベルでの１人当り所得格差

の縮小過程が停滞ないし逆転し，再び格差が拡大しているように思われるので

ある
。

　そうした中で，政令指定都市問でも，それまでとは異質の事象が生まれてい

る。 すたわち，第２表によっ て， 昭和５３～５８年度の趨勢を追跡して見ると，全

国平均に対して　◎　ほ父 同じ格差（土１．０ポイソト以内）を維持している都市と

　　　　　　　　　　　　　　　　　（４１９）
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◎　ほ父一貫して下落（マイナス１３～４７ポイソト）させている都市，との２ク

ループに大別すべき分化現象が生じていることである 。同１』老のクループには東

京都区部 ・横浜 ・川崎 ・名古屋が含まれ，後者のグループには札幌 ・京都 ・大

阪・ 神戸 ・広島 ・北九州 ・福岡が含まれる 。

　同時にまた，２つのグノレープ内部にも一定の種差が存在する 。

　第１クノレープは，いずれも全国平均の１２５ポイソト以上という人口１人当り

個人所得の最も高い都市に属し，その中で東京都区部は下げ止まり傾向，横浜

・名古屋は下げ止まりないし徴増傾向，川崎は徴増傾向を示しているのである 。

この傾向はなお定着した趨勢と即断することはできない 。

　第２グループは，全国平均の１１０ポイソト台の広島 ・神戸 ・京都，１００～１１０

ポイソトの札幌 ・福岡 ・大阪・１００ポイソト未満の北九州で構成され乱この

なかで，昭和５５～５７年の戦後２度目の世界同時不況を経て，たお不安定である

が， 人口１人当り個人所得が全国平均に対して多少とも下げ止まり気配を検出

しうるのは，神戸 ・広島 ・福岡であろう 。大阪 ・北九州両市は，一貫して，這

うような下落が続いている。とはいえ，既に指摘したように，北九州市は，福

岡市とともに，昭和５３年までは乱局下しながらも，上昇趨勢を歩んできた点で

特異である 。

　こうしたなかで，第２グループに属する京都市は，４．７ポイソトという最も

高い下落率を経験した。この争実は，昭和５４年以後の実質経済成長のほとんと

停止に近い状態との強い相関を示すものである。その結果，京都市は，第１次

石油危機以降，１人当り個人所得の水準においていわは政令指定都市第６位を

神戸市と競っていたが，長年に亙る杜会資本投資（性質別歳出における晋通建設

事業）実績の大きな格差や近年におげる産業政策 ・町づくり＝都市政策などの

「都市経営」政策の明暗の結果として，遂に神戸に引き放されたと思われる 。

換言すれぱ，京都市は，神戸市と比較して，フローレベノレではなおそれ程見劣

りするものではないが，現時点で確認しうるストックレベノレ と今後の成長潜勢

力において，かなり大きた格差がついている，と言わざるを得ないのである 。

（４２２）
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　こうして，京都市は，従来の趨勢を事実上座視し，産業の構造的調整と転換

・中小企業経営の刷新，工業を中心とした事業所立地の計画的推進と工場 ・大

学の市域外流出の抑制，古都の歴史的文化的蓄積を現代に活かした斬新的 ・積

極的た町づくりなどで成果を挙げることができなければ，文字通りの衰退都市

になるであろう 。ただし，深刻な財政危機に直面している京都市にとっ て， こ

れらの課題は容易匁らざる困難を伴なうであろう 。

　２１）第１節に共通する基礎資料は，『京都市民経済計算』昭和５８年度版であり ，い

　　　ちいち個別的に典拠資料を摘記しないことにする。同時に，『京都市の経済』

　　　１９８３年版；「＜対談＞＝昭和５８年度市民所得推計結果からみた＝京都市の産業経

　　　済の現状と課題について」，ｒ京都市統計情報』昭和６０年８月 ，Ｎｏ．２３８，所収 ，

　　　をも参照 。

　２２）　ｒ京都市の工業』昭和４８～５８年各年版，を参照 。

　２３）　『京都市の商業』昭和５７年版，をも参照 。

　２４）　ｒ地域経済総覧』１９８６年版，ｒ全都市の成長力と民力度」，を参照 。

　２５）　『目本国勢図会』１９８５年版，ｐＰ．１１０－１１１；ｒ地域経済総覧』１９７６ ・８０ ・８６各年

　　　版，「４７都道府県の経済指標／経済力基本指標／県民分配所得」；ｒ民力別冊』

　　　１９６１～７０』１９７０年，「経済／県民個人所得」；『民力』１９７０ ・１９８０ ・１９８５各年版 ，

　　　　「１人当り民力水準／基本指標＠個人所得」を，参照 。

　２６）市町村税務研究会監修『個人所得指標』昭和５５年版，ｒ人ロー人当り所得上位

　　　５０自治体」，を参照 。

＊本稿は，昭和５８ ・５９年度本学人文科学研究所実態調査研究助成の成呆の一部であ

る。

（付記／本稿執筆のために，資料蒐集の面で兄都市はじめ多くの行政機関 ・団体より

　　御協力をいた£いた。こ二に記して謝意を表わしたく思う
。）

（４２３）




